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１． はじめに 

近年，台風，梅雨前線によって極端な豪雨に伴う洪水

氾濫が多発し，人的，資産に被害が発生している．この

ような被害に対して河道改修等の対策が打たれている

中で，令和3年 2月に「流域治水」の概念にパラダイム

シフトが社会的に求められてきている 1)．本研究では，

伝統的な河川工法として霞堤・霞地形の治水効果や氾濫

を許容する工法による堤内地の湿地環境と生態系との

関係性を明確にすることを目的としている．本報は，図

1 に示す一級河川由良川水系上流部に位置する私市地

区で現在鋭意進められている築堤，河道掘削で失われて

いた霞地形の効果を検証することとした． 

２． 私市地区の改修経緯と河道断面の変化 

 由良川は，平成 16 年 10 月台風 23 号による大規模な

氾濫が発生し，沿川の市町に甚大な被害が発生した．こ

の被害を受けて，河川整備基本方針，河川整備計画が策

定され，現在治水安全度の向上を目的に，堤防，輪中堤

などの連続した築堤，河道掘削等が推進されている．図

2 は，私市地区の 1964 年および 2015 年に撮影された航

空写真 2)を比較したものである．これによれば，支川相

長川と由良川の合流点とは堤内地と連続しており，2015

年では築堤によりかつての霞地形は失われ支川は付け

替えられている途中である．現在は写真 1 のように完全

に締め切られている．図 3 は，1961 年（昭和 36 年），

2004 年（平成 16 年），2017 年（平成 29 年）の私市地区

の河道断面を示している．昭和 36 年当時堤防はなく，

また，河道掘削も実施されていない．上記の図 2 に示し

た支川相長川との合流点は，由良川と連続していたこと

が推察される．一方で，2004 年（平成 16 年）では，河

道は掘削され，流下能力が増大していることが推察され

る．また，2017 年度時点では 2004 年度とほぼ変わりは

ないものの，この時点で堤防の建設は着手している． 

３． 霞地形の効果と現状の改修の効果 

(1)氾濫解析の概要 

 本検討では，まず支川相長川の合流の状況，すなわち

霞地形による遊水地効果が期待できる時点の 1961 年

図 1 由良川上流部に位置する私市地区 

図 3 支川合流部における河道断面の変遷 
（河口から 42.8km） 

図 2 私市地区と支川相長川の変遷 
（上：1964 年，下：2015 年） 
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（昭和 36 年）当時の河道断面，2004 年（平成 16 年），

2017 年（平成 29 年）および現在既成している堤防の位

置・断面を収集し，河道・氾濫原の地形条件を設定した．

また，河道とは関係のない地形については，国土地理院

5m 標高データを利用して，氾濫原の地形データとして

設定した．氾濫解析は，降雨~流出~河道流~氾濫流まで

を時系列的に解析できる DioVISTA3)を用いた．このソフ

トウェアは，洪水浸水想定区域図作成マニュアル(第 4

版)4)に示されている平面2次元不定流モデルでの計算が

可能な汎用的な氾濫モデルが組み込まれている．河道な

らびに氾濫原の粗度係数，土地利用等の氾濫モデルの必

要な諸量については，国土交通省が公表している浸水想

定区域図作成時で採用されている値と同じにしている． 

(2)流量低減効果 

対象にした洪水波形は，最近発生した平成 30 年 7 月

豪雨(西日本豪雨)のレーダ解析雨量を用いた．図 4 は，

河道改修状況による氾濫の違いを示している．1961 年

（昭和 36 年）では，現在の河川整備基本方針に基づく

河道掘削は実施されていない状況である．したがって，

現在の治水効果を把握する際に比較対象としての位置

づけとなる一方で，かつての霞地形による氾濫域の範囲

や浸水深が把握できる．平成 16 年以降の河道では掘削，

堤防整備といった段階整備の効果を把握することもで

きる．これらから，河川整備段階ごとの氾濫域は，堤防

の有無によって異なることがわかる．特に，1961 年と 

2004 年と比較すると平面的な氾濫域に大きな違いはな

い．一方で，2004 年と 2017 年では相長川が付け替えら

れる前後，かつ現在の計画堤防が完成することによって，

氾濫が縮小する．さらに，これを堤防開口部の断面での

流量，河川水位を比較するしたものを図 5 に示す．これ 

によれば，支川相長川の開口部による遊水地効果が表れ

ている．  

４． おわりに 

 河川改修経緯を踏まえて，かつての霞地形の遊水地効

果と現在建設された連続堤による氾濫防止効果の両面

を解析からとらえた．今後は，霞地形による遊水地機能

の生物多様性が保全されていたものと考えられ，現在の

治水事業とのトレードオフを解消するための検討を進

めていく． 
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図 4 河道改修状況による氾濫解析結果 

図 5 開口部断面での河川水位，流量 
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